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今年はどんな年だったでしょうか。世界各地で政権が代わった年、大谷選手の活躍や、

オリンピックなど、スポーツで盛り上がった年、日本原水爆被害者団体協議会がノーベ

ル平和賞を受賞した年、Bling-Bang-Bang-Born がヒットした年、思い浮かべるものが

それぞれあるかと思います。来年が良い１年になるよう願いつつも、体調には気をつけ

て新年をお迎えください。万が一、病院に行く必要が生じた場合でも、来年 12 月１日

までは今の保険証が使えます。ただし、それ以降はマイナ保険証へと移行します。マイ

ナ保険証を使用したくない場合は、資格確認書が必要となります。 

 

 

 

☆年次休暇☆ 

年休は暦年（１月～12 月）で取得することになっています。 

年次休暇簿は切り替わります。（勤務形態により任期で切り替わる方を除きます）。 

１２月２５～２７日 → 令和６年分休暇届簿（今、使用中のもの） 

１月 ６～ ７日 → 令和７年分休暇届簿（新しいもの） 

記入の際は、お間違えのないように！！ 

 

 ☆家族看護休暇・子育て休暇・短期介護休暇☆ 

年休と同様に、暦年（１月～12 月）で取得することになっています。 

ただし、これらの休暇について翌年への繰越しは認められていません。 

家族看護休暇については、３日まで取得できます。 

また、子育て休暇については、義務教育終了前の子が 

１人の時は７日、２人以上の時は１０日取得できます。 

  そして、短期介護休暇については、要介護者が１人の 

  時は５日、２人以上の時は１０日取得できます。 

 

 

 

 令和６年１０月１７日の「令和６年 人事委員会勧告」（埼玉県人事委員会）でボーナ

スについて触れられていますが、県議会が終わっていないため現行通りの支給率となっ

ています。 

 

 

 

 

 

年度末の退職予定者とフルタイム再任用期間を満了する方を対象にした、ライフプラン

セミナー（冬季）は、埼玉県教職員互助会ホームページ上での動画視聴及び資料閲覧にな

ります。 

・健康づくりコース・経済生活コース（令和６年12 月１３日～令和７年１月３１日） 

・退職に関する手続き（令和６年12 月13 日公開から通年掲載） 

【内容】⓵年金制度 ②退職後の健康保険制度 ③退職会員互助制度 

【内容】④控除金関係の退職時の手続き ⑤退職手当制度（再任用除く） 

閲覧は互助会会員専用ページから入れます。また、退職者は必ず御確認ください。 

 

 

 

簡単にお知らせします。以前にお知らせした内容もあります。詳細は事務まで・・・。 

○人間ドック受診希望者は1２月末日までにお済ませください。 

○インフルエンザ予防接種補助事業 令和６年９月１日～令和７年２月 2８日まで

のインフルエンザ予防接種が対象。対象者は互助会員の被扶養者である中学校３年

までのお子さん等と本人です。インフルエンザ予防接種3000 円以上の領収書添

付必要有。子は2000 円、本人は１０００円の補助です。詳細は事務まで。請求

書は３月1４日福利課必着〆切。 

○ヘルスアップ支援事業 対象者へはお知らせ済みですが、令和６年４月１日～令

和７年２月2８日までの施設利用・健康用品購入が対象。お早めに請求を。請求書

は３月1４日福利課必着〆切。 

○レクリエーション補助は、年度内１回限り、２月末までの５０００円以上の支払

いに対して、３000 円の補助です。請求書は３月１４日福利課必着〆切。 

○ライフプラン休暇は、３日以上の年次休暇を含む、連続した５日以上の休暇を取

得した場合に給付金を支給します。（S4５.4.2～S4６.4.1生まれの方が対象です） 

  ※福利課必着のものは、〆切ギリギリの提出は避けてください。 

 

 

１２月は、給料明細書とともに年末調整の明細書を配付します。これは、先生方か

ら御提出いただいた、「扶養控除」や「保険料控除」等の申告書により、令和６年の

年税額及び税の過不足額を通知したものとなっています。還付の有無にかかわらず、

同封した年末調整の明細書と同じ内容を記載した「年末調整支払簿兼確認簿」に、署

名等をいただくのは、現金支給のある場合のみになっています。しかし、申告した

内容がきちんと反映されているかどうかは確認お願いします。裏面の案内を御覧くだ

さい。 

 



令和06年分 

 

年税額とは、先生方が申告書に記入した内容を反映し

た税額です。既納税額とは、給与等からの控除された

納税済みの税額です。調整税額は、年税額から既納税

額を引いた額で、12 月の給与から所得税として控除

されますが、マイナスの方は給与とは別に指定の口座

に振り込まれます。 

所得金額調整控除 
１５０ ０００ 

小規模企業共済掛金 基礎控除 
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